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地域情報化指標と地域情報化

―北九州市を事例として一

大杉卓

1. はじめに

郵政省が地域情報化政策の先駆けであるテレトピア構想

を1983年に打ち出してから 15年が経過した。発表当時は二

ューメディアがブームの様相を呈し，ニューメディアの普

及を手段とした地域情報化政策が各省庁から一斉に打ち出

された。しかし，ニューメディアの利用は期待されたよう

には進まずブームも一過性に終わった。ニューメディアの

ブームから10年後の1990年代半ばになって，度はマルチメ

ディアやインターネットがブームとなった。インターネッ

ト接続サービス業者数は1995年から1997年の 2年間で約43

倍にもなり，爆発的にインターネット普及が進んでいる。

地域情報化政策は，従来用いられたニューメディアをイン

ターネットを中心とした新しい情報通信技術に転換する必

要に迫られている。

郵政省は自らの地域情報化政策の効果を評価するため

に， 1996年9月から1997年 1月にかけて，特別区を含む全

国3,255市町村の地域情報化の現状調査を行った。調査結

果は項目ごとに点数化した「地域情報化指標」で示され，

平成 9年版通信白書において発表されている。地域情報化

指標とは，電気通信事業者，放送事業者により整備された

情報通信インフラやサービスの現状を点数化した「利用環

境指標」（表 l)，各地方公共団体によって整備された情報

通信インフラやサービスの現状を点数化した「開発整備指

標」（表 2) の2指標からなり，「利用開発指標」と「開発

整備指標」の合計点数を「地域情報化指標」としている。

満点は89点全国平均は22.4点である。

地域情報化指標で 1位（表 3) となったのは北九州市 (I)

である。利用環境指標36点，開発整備指標32点，地域情報

化指標は68点であり 2位の神戸市に 5点の差をつけてい

る。北九州市が高得点となったのは，他の地方自治体に比

ベ早い時期からテレトピア構想のモデル都市に指定され，

その後も複数の省庁が施行した構想の地域指定を受けて地

域情報化を推進した結果であると考え られる。しかし， 2 

位の神戸市や，北九州市と同じ福岡県内の福岡市，また地

域情報化の先進的地域と言われる他地域と比較し北九州市

の地域情報化が著し く進んでいる印象は乏しい。

本稿の目的は，地域情報化指標が地方自治体の地域情報

化に対する取り組みをどのような観点から評価し，また地

域情報化指標が地域情報化の現状を正しく把握しえている

のかを考察することである。そのために，まずテレトピア

構想の目的と手段を明らかにし，次にテレトピア構想にも

指定され日本で最も地域情報化が進んでいると郵政省から

評価された北九州市を地方自治体の事例としてとりあげ，

地域情報化への取り組みと現状について検討を試みる。

2.地域情報化政策

地域情報化政策の先駆けとなった政策は1983年の郵政省

によるテレトピア構想である。その後，通商産業省のニュー

メディア ・コミュニティ構想 (1983年），建設省のインテ

リジェント・シティ構想 (1986年），農林水産省のグリー

ントピア構想 (1986年）など次々と打ち出された。また郵

政省はテレトピア構想以外にもハイビジョ ン ・シティ構

想テレコムタウン構想を，通商産業省はハイビジョン ・

コミュニティ構想情報化未来都市構想を発表するなど地

域情報化政策は乱立といえる様相を呈した。どの構想も地

方自治体の行政区域を単位とした一定地域内にニューメデ

ィアを普及させることにより地域振興を図ることを目的と

した構想であり内容だけでなく構想名までは似通ったもの

が多い。ただし郵政省のテレトピア構想，通商産業省の二

ューメディア・コミュニティ構想が地域社会全体を対象と

した構想であるのに対して，その他の構想は活用するニ

ューメディアの種類を特定したものや，構想を発表した省

庁の所轄範囲内に対象を限定しているといった違いがあ

る。その中で最も代表的な地域情報化政策である。地域情

報化指標を発表した郵政省の「テレトピア構想」は以下の

ようであった。

「テレトピア構想」は「未来型コミュニケー ションモデ

ル都市構想」の通称であり， 1983年に郵政省が提唱した地
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大杉卓 二

表 1 利用環境指標の内容

項 目

゜
付与したポイ ント

I 2 

ISDN サービス事業者数 なし あり

光ファイバ き線点までの光化整備済み事業者数 なし あり

自動車 ・携帯電話 サービス事業者数 なし あり

PHS サービス事業者数 なし あり

無線呼出し サービス事業者数 なし あり

パソコン通信 APがあるネット局数 なし あり

インターネット APがあるプロバイダ数 なし あり

民間テレビ放送
チャンネル数 0チャンネル 1 ~3チャンネル

字幕 ・解説放送実施局数 0チャンネル 1~3チャンネル

AMチャンネル数 0チャ ンネル lチャンネル

民間ラジオ放送
FMチャンネル数 0チャンネル lチャンネル

コミュニティ FMチャンネル数 0チャ ンネル lチャンネル

外国語放送の実施 0チャンネル 1チャンネル

ケーブルテレビ
サービス事業者数 なし あり

コミュニティチャンネル数 0チャンネル 1チャンネル

VICS サービス区域 なし あり

※ケーブルテレビについては自主放送 5チャンネル以上で．中継増幅機が双方向機能を有する事業者を対象とした。

出所：郵政省編『平成 9年版通信白書』大蔵省印刷局， 1997年， pp.174 

表2 開発整備指標の内容

項 目
付与したポイント

゜
2 

インターネット
公立小 ・中学校のインターネット接続 なし あり

市町村のホームページ なし あり

行政窓ロオンラインサービス なし あり

行政情報提供システム なし あり

／f丁・ 政 公共施設案内 ・予約システム なし あり

自動検針システム なし あり

ア
地図情報提供システム なし あり

図書館情報ネ ットワークシステム なし あり

プ 電子文化施設 なし あり

リ
文化教育

学校教育支援システム なし あり

ケ
生涯学習支援システム なし あり

保随医療 ・福祉情報提供システム なし あり

I 
保健福祉 遠隔保健医療 ・福祉支援システム なし あり

シ 緊急通報システム なし あり

ヨ 防災環境
防災情報提供システム なし あり

環境情報提供システム なし あり

ン 産業情報システム なし あり
産 業

農林水産業情報システム i なし あり

観光・地域情報提供システム なし あり

その 他 求人 ・求職情報提供システム なし あり

I ボラ ンティア情報システム なし あり

出所：郵政省編『平成 9年版通信白書』大蔵省印刷局編， 1997年， pp.174 

3 

複数あり

複数あり

複数あり

複数あり

複数あり

複数あり

複数あり

4チャンネル以上

4チャンネル以上

2チャンネル以上

2チャンネル以上

2チャンネル以上

2チャンネル以上

複数あり

2チャンネル以上

域情報化政策の中でも中心的役割をもつ政策である。「ニ

ューメディアの発展による地域社会の発展を通じて，高度

情報社会への円滑な移行を推進するための先行的実用化を

図る」 (2)ことをその理念に掲げている。

ここで用いられている「高度情報社会」という用語は，

郵政省に設置された研究会である「電気通信システムの将

来像に関する調査研究会」の報告書 『21世紀の電気通信一

高度情報社会の幕開け』 (1983年） や，通産省産業構造審

議会産業部会 『飛躍する情報化ーニューメディアがひらく

21世紀』 (1984年）で公に使われ始めた用語である。前者

は1980年代の情報化に対する郵政省の基本方針を示すもの

でありテレトピア構想で推進すべき「高度情報社会」と
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地域情報化指標と地域情報化

表 3 地域情報化指標の上位市町村

顧位 都道府県 市町村
利用環境指標 開発整備指標 地域情報化
(A) (B) 指標(A+B) 

1 福岡県 北九州市 36 32 68 

2 兵庫県 神戸市 39 24 63 

3 大阪府 堺 市 40 22 62 

4 神奈川県 藤沢市 38 22 60 

5 神奈川県 横浜市 41 18 59 

6 神奈川県 川 崎市 42 16 58 

6 神奈川県 相模原市 38 20 58 

8 宮城県 仙台市 34 22 56 

8 愛知県 名古屋市 36 20 56 

8 愛知県 豊田 市 36 20 56 

11 北海道 札幌市 33 22 55 

12 束京都 新宿区 38 16 54 

12 束京都 墨田区 38 16 54 

12 神奈川県 厚木 市 34 20 54 

12 大阪府 岸和田市 38 16 54 

16 束京都 江束区 41 12 53 

16 束京都 世田谷区 41 12 53 

16 石 川 県 金沢 市 31 22 53 

16 京都府 京都市 39 14 53 

20 束京都 文京区 38 14 52 

20 束京都 板橋区 38 14 52 

20 束京都 江戸川区 42 10 52 

20 神奈川県 鎌倉市 38 14 52 

20 神奈川県 大和市 36 16 52 

20 福岡県 福岡市 36 16 52 

規定最高点（満点） 47 42 89 

出所：郵政省編『平成 9年版通信白書』大蔵省印刷局編． 1997年． pp.159 

は本書によって論じられたものと同じである。

テレトピア構想では情報化を 2段階に分けている。第 l

段階の情報化と して「電話の普及やテレビ等のマスメディ

アの発達及びバッチ処理システムとしての電子計算機に

よる情報の処・収集，及び個別のデータ通信がその代表的

なものであり，地域的にも大都市を中心に進め られてきた」

とし，第 2段階の情報化は「通信と電子計算機の結合が一

段と促進された情報化であり，双方向で多層的なトータル

ネットワークの構築が全国に推進されることにより，進展

する」としている。そして第 2段階の情報化を高度情報化

と呼び，それが成熟した社会を「高度情報社会」 と位罹づ

けている。

テレトピア構想は次の2つの目標を掲げている。第 1に

「全国か ら選ばれた指定地域において， 地域の独自性及び

主体性を基本に，モデル都市の構築を図ることである。 こ

れらのモデル都市には， 全国 レベルのネ ットワークと有機

的に結びつく地域に密着したニューメディアを普及促進

し，これらの利用を通して，その地域の豊かな生活環境の

整備や地域産業の振興を図り，活力ある快適な地域社会の

形成発展を促進する」 は）。 第2に「モデル都市を拠点とし

た他地域へのニューメディアの波及や，普及方策の明確化

を通じてニューメディアの全国普及を促進し， 日本全体の

高度情報社会への変革を図る」 (4)としている。

テレトピア構想の特徴であるモデル都市には「ニューメ

ディアによる地域社会発展のモデル」「ニューメディアの

全国的普及の拠点」となることが求めらている。モデル都

市に導入・集積するニューメディアはインフラストラクチ

ャーの役割を果たすものと，そのインフラス トラクチャー

を活用して個別目的に合ったサービスを提供するア プリ

ケーション（応用）としてのニューメディアとに分類され

ている。インフラストラクチャーとしてのニューメディア

は CATV,INS, VAN, ビデオテ ックス（キャプテンシス

テム），衛星放送の 5つが地域社会発展の基盤となるもの

とされ，アプリケーシ ョンとしては，家庭，教育 ・文化，

交通，福祉・医療，行政，防犯・防災，企業， 農業と 8分

野でニューメディアによるシステム構築が予定されてい

る。モデル都市構築のための支援は， 国からの技術開発成

果の移転 ・活用，制度改善への試行的措償，事業主体に対

する日本開発銀行等からの無利子 ・低利子融資及び財政投

融資，地域INSやキャプテンサービス等の優先的導入，大
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大杉 卓 二

都市とモデル地域を結ぶ光速大容量回線の確保の 5点であ

る。

1983年のテレトピア構想発表後， 52地域がモデル都市指

名に名乗りをあげた。 1984年に第 1次指定で20地域が選定

され， 1997年では164地域がモデル都市・地域に指定され

ている。様々な地域情報化政策が実施されたが，指定地域

数が最も多いのはテレトピア構想である。

テレトピア構想をはじめとする地域情報化政策は，ニ

ューメディアを手段として用い，その効果には大きな期待

を寄せていた。ニューメディアとは， INS，通信衛星 衛

星放送， CATV, パソコン，パソコン通信，キャプテンシ

ステム，ハイビジョン， VAN, ファクシミリいなどの総称

である。すべて1980年代に入ってからのコンピュータおよ

び情報通信技術の革新により実用段階にはいったもので，

特徴は次の 5点である。(6)

(1) ネットワーク化ととれに伴う広域化への指向

(2) 双方向性への指向

(3) 情報形態の多様化（音声，データ，画像，映像），

記録性への指向

(4)大容量化，高速化への指向

(5) デジタル化技術などの新技術への指向

このような特徴をもつニューメディアは普及が進まず期

待された結果が残せたとは言い難い。確かに CATVやファ

クシミリ，パソコン，パソコン通信のように利用者を徐々

に増やしているものがある一方で，目玉であったはずのキ

ャプテンシステムのように完全に失敗に終わったものもあ

る。この状態が続く中， 1990年代半ばになって地域情報化

の手段は大きな変化を迎えることになった。「マルチメデ

ィア」と「インターネット」の登場である。

「マルチメディア」という言葉自体は10数年ほど前から

使われていた。しかし，映像と音声というように 2つ以上

のメディアを組み合わせて使用したものをマルチメディア

を呼んだにすぎなかった。現在的意味のマルチメディアは

従来とは異なり，文字・静止画・動画・ 音声のデータを全

てデジタル化しコンピュター上で統合的に加工・編集する

ことができ，大容量記録媒体やネ ットワークを通して受け

渡しが可能であり，さらにユーサーの意志により双方向的

な利用が可能なコンピュータシステムのことさしている。

現在的意味のマルチメディアは「マルチメディアパソ コン」

とよばれる CD-ROM ドライブ搭載パソコンがブーム とな

った1994年ごろに定着した言葉である。

現在的意味のマルチメディアという 言葉が定着した翌

年， 1995年に「インターネ ット」の普及が本格化した。イ

ンターネ ットは TCP/IPという通信手順（プロトコル）を

用いた全世界規模のコンピュータネ ットワークのことであ

り， 1996年には爆発的な勢いで普及した。マルチメディア

14 

パソコンは，インターネ ット端末として機能し，マルチメ

ディアに必要とされたネットワーク化 ・相互作用性といっ

た要素を補完されている。インターネ ットの普及により，

コンピュータによるネ ットワークといえばインターネット

のことをさすことになり，パソコン通信等のインターネッ

ト以外のコンピュータネ ットワークはインターネ ットに

ゲートウェイを設け接続を行うようになっている。つまり，

それまで独立して構築されたコンピュータネットワークは

全てインターネ ットに統合される，もしくはゲートウェイ

を開き接続されることになり，使用者はインターネ ットに

接続すれば日本国内だけでなく世界中のネ ットワークを利

用することが可能となるのである。また，情報を得るだけ

でなく，個人レベルでも情報を発信することが可能であり，

新しいサービスを作り上げることさえできる。このイン

ターネ ットを手段に用いた地域情報化は始まっている。テ

レトピア構想のなかにも既に取り込まれており，モデル地

域のなかにはホームページで地域情報を発信したり，キャ

プテンシステムで構築されたシステムをインターネットの

通信手順を使用したシステムヘ移行する動きも見られる。

ィンターネ ットは，普及に失敗したニューメディアの代

替手段として地域情報化の中心的手段となろうとしてい

る。地域情報化の手段は技術の進歩により変化しようとし

ているのであるが，本来『21世紀の電気通信一高度情報社

会の幕開け』で「多層的なトータルネットワークが構築さ

れ，個人レベルの段階でもあらゆるネットワークにアクセ

スできることになるとともに，様々なニューメディアの出

現，データベースの構築ともあいまって，双方向的で受け

手の自由な情報選択を可能にする」(7)と述べているように，

ニューメディアとは1980年代に想定されたものだけに固定

されたものではない。マルチメディアやインターネットと

いった新しい技術は「様々なニューメディアの出現」の範

疇にあるものであり， PHSや携帯電話などもそこに含ま

れる。事実，ニューメディアの 5つの特徴はすべて引き継

がれ技術的進歩を続けており，なんら変化はしていないの

である。

3.北九州市の地域情報化

北九州市は1986年に郵政省のテレトピア構想のモデル地

域指定を うけ，その後はインテリ ジェント・シティ構想

(1987年），ハイビジョン ・シティ構想 (1989年），地域衛

星通信ネットワーク整備構想 (1991年），ハイピジョン ・

ミュージアム構想 (1991年），ハイビジョン・コミュニテ

ィ構想 (1992年）と次々に各省庁の構想に指定され，地域

情報化政策を推進している。それぞれの構想別の取り組み

内容は以下の通り である。
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「テレトピア構想」

1986年にモデル都市指定をうけ，「北九州テレトピア計

画」を策定している。計画当初は，ローカルキャプテン，

パソコン通信，ファクシミリ網，移動無線などを活用した

5システムを稼働予定であった。その後， 1990年には追加

承認を受け都市型ケーブルテレビによるシステムを追加し

現在では 6システム， 9サブシステムが計画されている。

(1) 生活情報提供システム

行政，企業から情報提供やオーダーエントリーサービ

スを行う。

(2) 総合健康惜報システム

・市民健康情報システム（未稼｛動）

行政，医療機関の連携で健康に関する情報を管理し，

市民の総合的な健康管理情報提供する。

・救急情報システム

消防本部を核に医療機関と連携し市内に発生する患

者の応需対応を支援する。

・産業医療情報システム（未稼働）

企業内の産業医に医療文献や毒物情報提供し，産業

医の活動を支援する。

(3) 産業高度化情報システム

・中小企業の情報収集，発信機能強化のため中小企業向

けの市等の制度情報，技術情報等を提供する。

(4) 産業廃棄物流通合理化情報システム

・産業廃棄物の再利用を促進するため，産業廃棄物に関

する情報の交流を図る。

(5) 総合港湾情報システム（未稼働）

・港湾管理情報システム

•北九州港湾 VAN

海運と陸運の連携を強め港湾機能の向上を図り，特

定重要港湾としての拠点性を高める。

(6) 地域映像情報システム

•都市型 CATV を通じ生活情報，地域情報等を提供し，

コミュニティ意識の向上を図る。併せて市政情報の提

供により市民の市政への参加意識を促し，市政広報の

充実を図る。

「インテリジェント・シティ構想」

1987年に建設省のインテリジェント・シティ構想の指定

を受け「インテリジェント・シティ整備基本計画」を策定。

最初のシステムとして小倉都心地区の駐車場案内システム

が1994年より稼働している。

「ハイビジョン・シティ構想」

1989年に郵政省のハイビジョン・シティ構想の指定をう

け「北九州市ハイビジョン・シティ計画」を策定。次の 3

システムの稼働を予定した。

(1) ワールドウインドウシステム

北九州国際会議場のオーディオビジュアル施設にハイ

ビジョンを導入し，イベントや会議の質を高めると共に

情報発信を行う。

(2) アートウインドウシステム（未稼働）

市立美術館に映像システムを導入し，収蔵品の展示機

能を高め，研究活動にも資する。

(3) テクノロジーウインドウシステム（未稼働）

ハイビジョンによってデータベース化された技術商品

情報等を提供し，地域の中小企業の技術・商品開発を支

援することで地域産業の活性化を図る。

「地域衛星通信ネットワーク整備構想」

自治省，郵政省共管の（財）自治体衛星通信機構がこのネ

ットワークの管理・運営を行っう全国の地方公共団体の間

に通信衛星システムを利用したネットワークを整備する構

想で北九州市では1991年から地上系の防災行政無線の整備

が始まり 1993年から稼働している。また阪神淡路大震災を

契機に自治省，消防庁から政令指定都市の早急な衛星通信

ネットワーク整備の指導があり 1996年には運用を開始して

いる。

「ハイビジョン・ミュージアム構想」

ハイビジョンを利用した美術鑑賞システムの全国展開を

図り，絵画を鮮明な画像で見る機会を拡大し，地域におけ

る文化の進行と情報化に寄与することを目的とする構想

で，自治省が中心となっている。 1991年に自治省他6省庁

の支援を受け，地方自治体，美術館，企業などの参加によ

りハイビジョン・ミュージアム推進協議会が発足し北九州

市も参加している。

「ハイビジョン・コミュニティ構想」

ハイビジョンの公共利用，産業応用により地域社会の活

性化・情報化を目指す構想で1992年に通商産業省のハイビ

ジョン・コミュニティ構想の指定を受けた。 1993年には「ハ

イビジョンシアター門司」が開設した。

また北九州市は，市の基本計画である「北九州市ルネッ

サンス構想」の第 1次計画を1989年から，第 2次計画を1994

年から実施している。その中に「情報基盤の整備，情報ネ

ットワークの構築」があり，「人間性豊かで活力ある高度

情報都市づくりを推進するために，市内外への情報発信能

カの向上，』情報関連産業の誘致と振興など，情報化を進展

させる」としている。具体的な内容は以下の通りである。

情報メディアの普及など

•都市型 CATV の普及
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・健やかライフ情報システムの拡充

・図書館のコンピュータ化， ネットワーク化の推進

・情報教育の充実

情報に関する街の機能の向上

・中国大連市の北九州事務所の充実など

・行政サービスセンターなどの設臨検討

情報産業分野の拠点性の強化

•新映像情報都市の形成

•北九州テクノセンターの活用

項目中の「新映像情報都市の形成」については，「新映

像情報都市北九州構想」としてすでに実施されている。こ

の構想はコンピュータ技術を活用した映像情報関連産業の

育成・振興をめざしたもので， 1993年に「北九州新映像情

報化懇談会」が作成した基本計画をもとに検討を行い，「ヒ

ューマンメディア創造センター」を設立し1996年には財団

法人化されている。

北九州市における主なニューメディアの整備状況は次の

ようになっている。キャプテンシステムは1985年に北九州

市や商工会議所， NTTなどが中心となって設立された（株）

北九州情報ひろばが運用を行っており，行政，観光， レジ

ャー等の北九州地区の地域情報を提供している。 1993年か

らは，キャプテン端末から体育施設の予約等ができるス

ポーツ施設予約システムが， 1994年から「駐車場案内シス

テム」も稼働を開始している。CATVは1991年に（株）ケー

ブルステーション北九州が， 1992年に（株）北九州ケーブル

テレビが事業を開始している。両 CATV会社とも北九州市

が出資している第3セクターである。この他，民間の CATV

会社も事業を行っている。パソコン通信は，北九州市内で

運営されているのは15ほどで個人，学校，企業が運営して

いる。北九州市の外郭団体，第3セクターが運営するのは，

（株）北九州情報ひろば運営の「P-COM」, （株）北九州テ

クノセンター運営の「テクノネ ット」， （株）北九州市環境

整備協会運営の「活きごみネッ トワーク」の3つである。

ハイビジョン関連では北九州国際会議場，ハイピジョンシ

アター門司へのハイピジョン導入がなされている。

地域情報化の手段としてのニューメディアが期待された

ようには利用されず，それに代わってインターネ ットが手

段として用い られているのは北九州市も同じである。1995

年に財団法人ヒューマンメディア創造センターがインター

ネット接続の九州地域組織である九州地域研究ネットワー

ク (KARRN)に加盟し，そこに接続する形で北九州市ホー

ムページが開設されている。ホームページでの提供情報の

内容は市概要，統計，経済情報，観光案内，職員募集案内，

環境問題への取り組み等である。 1997年には「北九州情報

ネットワーク整備事業」というインターネ ット技術を用い

た整備事業を発表しており，郵政省と通商産業省が共同実

16 

施の「先進的情報ネ ットワーク整備事業」 に採用されてい

る。北九州情報ネットワーク整備事業の目的は，それまで

の個別の情報提供システムをインターネットに集約するこ

とによる「市民の利便性の向上」，市内の情報基盤整備に

より産業経済活動の情報通信利用の促進，企業誘致のセー

ルスポイントとする「企業誘致のための情報通信基盤整

備」，北九州情報ネ ットワーク構築の際のノウハウ吸収に

より地場企業（情報産業）の育成を図る「地場企業の育成」

となっている。

北九州情報ネ ットワーク整備事業が整備させる前後の情

報提供の状態は（図 l) のようになっている。整備後に提

供されるサービスメニューは（表 4) のように予定されて

いる。整備前，つまり現状の情報提供システムはキャプテ

ンシステム，パソコン通信，インターネ ットといった独立

した手段を用いる必要があり，さらに端末も異なっている。

整備後は提供情報システムはすべで情報 リレーセンターに

集められ， 利用者も情報リレーセンターヘ接続することで

全ての情報提供システムヘのアクセスが可能であり，端末

もパソコンのみとなっている。また情報リレーセ ンターを

含む全てのシステムはインターネ ットと同じ技術を用いて

いるため，利用者は端末であるパソコンからインターネッ

トに接続してい時と全く 同じ操作で利用ができる。さらに

情報リレーセンターもインターネ ットに接続させているの

で外部の情報提供サービスにアクセスし利用することも可

能である。情報リレーセンターの構築，運営は（株）北九州

情報ひろばが行うことになっており，従来使われてきたキ

ャプテンシステム，パソ コン通信は1998年3月で廃止され

ることが決定している。

4. 地域情報化指標と北九州市

北九州市が取り組んできた地域情報化を地域情報化指標

に基づき点数化した結果は，利用環境指標は36点，開発整

備指標は32点であり，これら 2指標の合計である地域情報

化指標は68点である。北九州市の点数は地域情報化指標上

位の他市町村と比較して開発整備指標が特に高いのが特徴

である。 2位の神戸市よ りも 8点も高い。その結果， 地域

情報化指標が68点という高得点となり， 60点代後半の点数

をつけた唯一の市町村である。次に北九州市の地域情報化

の現状を指標の内容にてらし検討する。

利用環境指標の項目内容は， ISDNや光ファイバー，パ

ソコン通信といった「ニューメディア」から，インターネ

ットのプロバイダ数のような新しいもの，その他には民間

テレ ビ・ ラジオというニューメディア以前からの電気系メ

ディアも入っている。基本的に利用環境指標はテレトピア

構想の 「インフ ラス トラクチャーとしてのニューメディア」
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図 1 北九州情報ネットワーク導入後の情報提供

導入後

現状

情報提供システム 通信手段 端末 対象

巨□—ィンタ ー ネ j ト バソコン一会員 （有料）
（市民 ・企業等）

バ‘ノコン通信 バ‘ノコン―ー小中学校 （無料）

インクーネット

パソコン通信 パ‘ノコ ンー会員 （有料）

（企業）

インクーネ ット パ‘ノ コン一ー会員 （慧料）

（企業）

キャプテン キャプテン—一会員 （無料）

バソコン通信 パ‘ノコ ン 一ー市民

1図書館ネ ットトーオンライン 各図書館一市民 （無料）

＼
 

●行政系
高齢者在宅生活支援システム

AIM情報支援システム

環境エンジニアリング

プラントメンテナンスネ ットワーク

日輯マルチメティア ・インポートマート

●民間ネットワーク
ハーチャルモール

オンラインショ ッピング

物流情報

CAD/CAM 
EDI、CALS

●拠点設備等
メ―:アイアトーム

新小倉駅

マルチメディア住宅

八幡賽田開発

学術・ 研究都市

環黄海圏ハブポート構想

新北九州空港

出所：北九州市資料

表4 北九州情報ネットワークのサービスメニュー

利 用 者 サービスメニュー 課金方法等

:: 
個人利用 e-mai]など

e-mail，掲示板による構成員への連絡，
会員としての某本料金のほかば情報提供

組織利用
申込と受付など

側が無料でネットワークを利用

利
公共情報の提供 情報 ・サービス提供側が有料でネット

（市政だより，公的統計など） ワークを利用
公共系

公的施設 ・事業の

利用・参加についの申込と受付
事

用
特別な 公共事業，調達，土地，都市計画等に関 情報検索 •利用について

公的情報サービス する情報 利用件数ごとに課金するもの

業 販売

形 サービス

オンラインイエローページ

利 商業・サービス系 募集広告

有料情報提供

ムヽ月し:t::,ヒ‘． 
教育

用 娯楽

域内データ通信

産業系
各種実証実験

物流，酋じ送等の情報提供

アフターケア

出所：北九州市資料

の整備状況を点数化したものといえる。テレビやラジオは

ニューメディアではないが，ニューメディアやインターネ

ッ トよりも社会における影響力は強く， 一般的な「情報化」

の認識の中では重要視されるであろう項目である。一方，

ニューメディアの目玉とされたキャプテンシステムの項目

はない。既にほとんど利用されなくなったために項目から

外したということも考えられるが，開発整備指標のアプリ

ケーション項目中の各システムは現在でもキャ プテンシス
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テムを利用したものが多く，項目がないのは疑問が残ると

ころである。

北九州市の利用環境指標の点数は，政令指定都市である

ことからして全国の平均水準と比較し高いことは当然であ

ろう。したがって利用環境指標36点というのは妥当である

といえる。地域情報化指標の上位20に入っている市町村は

関束圏の市及び特別区がほとんどで，関西圏が4市，その

他は地方の政令指定都市となっている。それらのほとんど

が北九州市と同じ30点代後半の点数となっている。

項目別にみると， ISDNからインターネットにかけての

項目はどれも「複数あり」となる。民間テレビ放送と民間

ラジオ放送は，その市町村内で受信できるチャンネル数な

のか，放送局があるチャンネル数なのか判断がつかない項

目であるが，北九州市では民間テレビ放送は受信チャンネ

ル数，民間ラジオ放送は放送局があるチャンネル数という

判断で答えている (8)O AMチャ ンネル数は 0チャンネル，

FMチャンネル数は1チャンネルで，コミュニティ FMチャ

ンネル，外国語放送の実施は共に 0チャンネルであった(9)0 

ケーブルテレビの項目に関しては，北九州市内には2つの

第3セクター CATV会社に加え民間 CATV会社もあり，コ

ミュニティチャンネル数の項目とともに「複数あり」とな

る。 VICS(IO)はキャプテンシステムを利用した「駐車場案

内システム」が1994年よ り稼働し，「あり」となる。

北九州市の地域情報化指標において， 32点という高得点

をつけ，特徴となっているのは開発整備指標である。地域

情報化指標 2位の神戸市に比べ開発整備指標のみで 8点も

高く， 20位以内の市町村において高いものでも20点代前半，

それ以外は10点代であることと比較すると，北九州市の点

数が飛び抜けて高いことがわかる。開発整備指標では，「イ

ンターネ ット」「アプリケーション」の項目に対して「あ

り」か「なし」かの2進法的な判断のみがなされており，

市町村の人口規模に対して適切なシステムであるか，また

実際の利用状態はどうかといったことについては配慮され

ていない。人ロ・規模の異なる3,255もの市町村を判断する

に際して「あり」「なり」だけの項目は明らかに不十分な

ものであり，地域情報化の現状を判断することは難しいと

言わざるをえない。

項目の内容は，利用目的が指定されていないインターネ

ットの 2項目が独立し，アプリケーシ ョンの項目は目的別

システムで分けられている。開発整備指標はテレトピア構

想での「インフ ラストラクチャーを活用して個別目的に合

ったサービスを提供するアプリケーショ ンとしてのニュー

メディア」について点数化したものであるといえる。全て

「あり」か「なし」のみの判定で，システム構築に利用さ

れているニューメディアの種類，システムの具体的内容に

ついては一切触れられていない。
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項目別にみると，インターネ ットの項目は公立小・中学

校のインターネット接続，市町村のホームページ共に「あ

り」となる。ただし，両項目は，「接続されていること」

と，「ホームページあること」のみの判断でしかなく，利

用内容，提供情報内容については問われていない。インター

ネットのホームページは，利用次第でアプリケーション項

目中の多くを含むことが可能である。現時点において情報

提供手段として利用が見込めるのはインターネットのみで

あり，地域情報化指標の調査時期にはすでに企業や個人の

ホームページでの情報提供が本格的に行われていたことを

考慮すると，この項目にはもう少し高い点数の比重がおか

れるべきであっただろう。

アプリケーション項目の行政に関するシステムでは，自

動検針システム，地図情報提供システムいを除く 3つの

システムが（株）北九州情報ひろばと第 3セクターの CATV

会社により，キャプテンシステムと CATVで運用されてい

る。文化教育，保険福祉，防災環境，産業，その他に関し

てはほとんどが「あり」となっている。「なし」となるの

は電子文化施設，遠隔保険底療•福祉支援システム，農林

水産業情報システムである。その中で電子文化施設に関し

ては，「具体的にどういうシステムを指すのか判断が付か

ない」 (12)とのことであった。また求人・求職情報提供シ

ステムとボランティア情報システムには単独のシステムは

なく，北九州市ホームページやキャプテンシステムの他シ

ステム上に情報が掲載されている。開発整備指標にあるシ

ステム項目は，具体的なシステムの内容が明確でない項目

が含まれ，調査に答える地方自治体の判断次第で点数が上

下する結果になる。

このように，北九州市の開発整備指標は確かに32点とな

る。しかし，「ある」「なし」の基準で判断すれば「ある」

と回答される項目が多いが，実際のシステムの運営状況を

考慮すると必ずしも北九州市の32点が全国で 1位にふさわ

しいものとは言えない。開発整備指標のアプリケーション

項目の各システムは，キャプテンシステム，パソコン通信，

CATV等を利用したものであり，それらは普及が期待され

たほど進んでいないニューメディアである。北九州市のキ

ャプテンシステムは，街頭に設濫されたキャプテン端末で

の利用が中心である。そのため NTTがキャプテン端末の

発売をとりやめた後は，街頭のキャプテン端末を新たに設

罹できず，既に設罹されたキャプテン端末が故障した場合，

修理をすることさえもできなくなっている。そのため端末

の数は減り続けており，アクセス数も下降の一途をたどっ

ている。北九州市は1998年3月以降，キャプテンシステム

への情報提供を行わないことを決定しており，（株）北九州

情報ひろばもキャプテンシステムの運営を中止することを

決定している。パソコン通信も，外郭団体，第 3セクター
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が運営している 3つともほとんど利用されていない状態が

続いている。なかでも（株）北九州情報ひろばが運営するP-

COMは，ホストコンピュータとモデムが現在の標準的な

設備に比べて非常に古い設備を使い続けているだけではな

く，パソコン通信のホストプログラム及びデータが一部破

損し，運営に支障をきたしている。アクセスがほとんどな

い状態が続いていた P-COMも，キャプテンシステムと同

時に廃止されることが決まっている。CATVでも，加入世

帯数が施設区域世帯の 1割に満たない状態でありサービス

開始当初の予定を大きく下回ったままである。このように

北九州市のニューメディア普及は進んでいないが，これら

の手段を用いて運営されるシステムにより開発整備指標の

ほとんどの点数をかせいでいるのである。

5.おわりに

利用環境指標と開発整備指標は，基本的にテレトピア構

想のインフラストラクチャー及びアプリケーションとして

のニューメディア整備状況を点数化し，地域情報化の指標

としたものである。これはニューメディアのハードウェア

の整備と，それを使用したアプリケーションとしてのシス

テムを設償するという，地域情報化の「手段」のみを点数

化したものであるといえる。テレトピア構想をはじめとす

る地域情報化政策は，情報通信技術の発達によりもたらさ

れたニューメディアを手段として用いた試験的性質の強い

政策であった。そのため地域社会から提示されるニーズを

把握して行われたわけではなく，ニューメディアという新

しい技術に過大な期待をよせ，将来の更なる技術革新を見

込み目的の達成を目指したのである。しかし， ニューメデ

ィアとはあくまで手段であり目的ではない。地域情報化を

項目別に点数化し指標を作成するのであれば，手段の点数

化をだけを行うのでは不十分である。判断の基準がおかれ

るべきは地域のニーズに応えることができているか否か

といった利用者の利用状況，満足状況であり，さらにテレ

トピア構想で掲げた「目標」をどの程度達成しえたかが重

要である。ただし，防災や医療など普段は地域住民の目に

とまりにくいが重要な情報システムもあり， これらはシス

テムの構築，運営自体が目標となる。災害など非常時のみ

の評価となるが，地域情報化において最も重要な要素であ

ることは間違いない。

テレトピア構想から15年後の現在ではインターネ ットの

普及が急速に進みつつあり，次第にその影響は具体的に現

れるようになっている。北九州市では「北九州情報ネット

ワーク整備事業」によりインターネ ットの通信手順での情

報提供システムに全面的に移行する。また北九州市では地

域情報化の NPO(Non Profit Organization, 非営利組織）

「北九州ネットワーカーズフォーラム」がインターネット

を利用し活動を行っている。北九州ネ ットワーカーズフ

ォーラムとは，パソコンのユーザーグループを前身とし

1995年に発足した NPOである。活動目的は「ボラ ンティ

ア活動を通じて協議会やセンターの活動を補完し， 支援す

ることを含め，情報インフラとしてのコンピュータネット

ワークを日常の地域コミュニケーションの場として活用

し，様々な交流や活動を通じて，北九州市における人と人

とのネ ットワークを豊かにしていく」 (13)であり，北九州

市内で行われるプロジェクトやイベントでのボランティア

活動をおこなっている。目的にある協議会，センターとは

北九州ネットワーク協議会，ヒューマンメディア創造セン

ターのことを指している。北九州ネットワーク協議会は，

九州地域研究ネ ットワーク (KARRN)の戸畑 NOCの管

理運営を中心に北九州市のインターネット普及活動を行っ

ている技術指向の協議会で， 一方ヒューマンメディア創造

センターは，産官学の支援を受けた財団法人で，マルチメ

ディア技術に関する研究開発，情報収集・提供•関係機関

との交流・協力及び普及を行い，製造業中心の既存産業の

高度化，新規産業の創出をはかり地元企業の活性を目指し

ている。北九州ネ ットワーカーズフォーラムの主要メン

バーには北九州市や地元企業と人的なネ ットワークを持つ

人や大学の教授もおり，その人的ネットワークを基に産官

学と連携し，市民の立場から自発的な地域情報化を進めよ

うとしている。

北九州ネ ットワーカーズフォーラムのような活動は，イ

ンターネットが普及したからこそ可能となったものであ

る。ニューメディアでは実現できなかったことが，個人レ

ベルで自由に情報の受発信ができるインターネットにより

実現しつつある。地域情報化を推進していく上で，地域情

報の発信や市民同士のコミュニケーションの促進といった

市民からの自発的・主体的な行動は重要な要素である。市

民が，行政の整備したハードウェアを利用し，活動するこ

とにより地域情報のコンテンツを充実させていくことは地

域情報化の本来の姿に沿うものである。「北九州情報ネ ッ

トワーク整備事業」によって第三セクターの（株）北九州情

報ひろばが整備，運営を行う情報リレーセンターは，行政

と市民，さらに地元企業との接点となり， NPO活動も支

援することができる場となる可能性があるだろう。

このように地域情報化指標は15年前の構想に沿って図ら

れたものであり，インターネ ットの普及した現在の状況を

とらえるには十分ではない。地域情報化の先進地域には北

九州ネットワーカーズフォーラムのような NPOの活動が

行われていることが多いが，このような市民からの自発的

な活璽力は地域情報化指標に点数化されていない。今後， 地

域情報化を点数化する場合は，地域住民のニューメディア
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やインターネ ット利用状況を評価に加えていくことは不可

欠となろう。

注

(1)北九州市は， H経産業消費研究所が行った「市区町村の情報

化度ランキング」でも1997年度 2位となっている。 1位は広島

市， 2位北九州市． 3位横浜市であり， 4位から20位は名古屋

市，静岡市．高松市．川崎市．大垣市．藤沢市．金沢市．久留

米市，宇都宮市京都市．厚木市．豊中市．浜松市．岩見沢市．

四H市市，足立区． 色町となっている。

(2) 未来型コミュニケーションモデル都市構想懇談会編 『テレ

トピア計画』講談社． 1985年。p.45. 

(3)前掲 p. 45. 

(4) 前掲 p. 46. 

(5) 主なニューメディアの概要は以下の通 りである。

INS 

NTTの ISDNサーピスの名称であり，高度情報化社会の要請に

こたえる情報通信イン フラス トラクチャーとして形成が行われて

いる。電話網 ファクシミ リ網ビデオテ ックス網．データ通信

網と独立して行われていたサーピスを1つのデジタル通信網で利用

できるようにするものである。「INS ネット64」のサービスが1988

年に開始され． 翌年には大容量の「INS ネット 1500」サーピスが

開始された。イ ンターネッ トが普及段階入るまで認知度は低かっ

たが．現在ではイ ンターネッ ト接続のための高速通信網として利

用が増加している。

キャ プテンシステム

家庭に設置したキーボード（文字入力装置）が付属した専用端

末をテレビに接続し利用する対話型の双方向通信メディアである。

ニューメディアのなかでも目玉とされ大きな期待が寄せられた。

キャ プテンシステムはピデオッテクス通信網，情報セ ンター．利

用者端末．情報入力装置か ら構成されている。ピデオテックス網

は全国をカバーする VANの種であり ．利用者端末から NITの

公衆電話回線を介して情報センターと交信できる。インターネ ッ

トの WWWや電子メールと同様のサーピスを実現していたが現

在ではほとんど利用されていない。

CATV (Cable Television. 有線テレピ放送）

CATVは，主としてピルの谷間や山間部の難視聴対策を中心に

発展してきた。1955年より利用され始めたこの CATVは片方向放

送型サービスであり第 1世代型とよばれている。ニューメディア

扱われる CATVは「都市型 CATV」とよばれる第 2世代型で都市

部をサーピスエリアとしている。双方向性が付加され多チャンネ

ル化 し， CATV局が独自に作成した地域密着番組の自主放送も行

われている。現在ではテレビ放送だけでな く，大容量の伝送能力

を活かした高速なイ ンターネ ット接続線としての期待も寄せられ

ている。

パソコン通信

パソ コンもニューメディアの 1つとして扱われた。コンピュー

タはニューメディアの時代に入 り家庭で使用されるようになった。

パソコン通信 とはパソコ ンにモデム (MODEM. 変復調装悩）を
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つなぎ電話回線を介 してホストコンピュ ータと接続し， データや

又字，画像情報のやりとりを行うことである。サーピスの内容は

「電子メール」「電子会議」「電子掲示板J「チャット」「オン ライン

ニュース」「データベース」などがある。 NIFTY-Serve.PC-VAN. 

H経 MIXといった全国にアクセスポイントをもつ大規模な商用パ

ソコン通信から ，個人がホストコンピュータを運営するいわゆる

草の根 BBSまで様々な規模のパソコン通信ホスト局が存在している。

衛星放送

1978年に BS（ゆり）が 1984年に BS-2aが打ち上げ られ．実用

段階に入った。利用形態は．難視聴地域対策．災害対策．移動体

放送．ハイビジョン放送などがある。衛星放送は．ニューメディ

アではあるが．従来のマスメディアに近い特性をもつ。

(6) 通産省産業構造審議会産業部会『飛躍する情報化ーニューメ

ディアがひらく 21世紀』コンピュータエージ社． 1984年。 p. 15. 

(7) 電気通信システムの将来像に関する調査研究会編 『21世紀

の電気通信一高度情報社会の幕開け』 H本経済新聞社． 1983年。p.

41. 

(8) 北九州市へのヒアリ ングによる。

(9)現在．外国語放送は行われている。

(10) VICS道路交通情報通信システム。

(I I) 第3セクターの（株）北九州情報ひろばに出資する北九州市内

企業の業務内容と重なるため市での提供はしていない。

(I 2) 北九州市へのヒアリングによる。

(I 3) 北九州ネットワーカーズフォーラム資料より。
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